
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

生活応援ポイント付与事業（令和7年度物価高騰対策）

①物価高騰の影響を受けた生活者への経済的支援、事
業者への経営支援の一助とするため、町内の食料品を
取り扱うスーパー等で使用可能なポイントを配布（付与）
する。※町内のみで利用可能な電子ポイントカードを町民
に配布している。
②商品券の発行にかかる諸費用
③各世帯への案内等郵送費　315千円
　精算事務委託等　956千円
　データ処理費　30千円
　封筒代等事務消耗品費　200千円　
　物価高騰生活応援ポイント・・・　15千円×4,300人＝
64,500千円
④町内在住者、町内事業者

R7.12 R8.3

2

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

学校給食物価高騰対策事業

①物価高騰により給食原価が上昇しており支援を行うこ
とで、給食費の保護者負担を維持する。
②学校給食を提供する事業者への補助金（物価高騰分
のみであり、保護者負担金は従来どおり）
③学校給食費の補助金額（教職員の給食を含めない）
小学校給食：1,805千円、中学校給食：1,302千円
合計：3,107千円
④町内事業者

R7.4 R8.3

3
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

生産物輸送費緊急支援事業

①物価高騰により輸送コストが上昇しており輸送費の支
援を行うことで安定した生産活動を維持する。
②農産物の輸送を担う事業所への補助金
③R6との増額分
県外便：693千円、県内便：501千円
合計：1,194千円
④町内事業者

R7.9 R8.3

4
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

商工業者物価高騰対策支援事業

①物価高騰や最低賃金の増加により町内商工業者の経
営に影響が出ている。商工業者の経営を支援し、雇用の
維持を図る。
②町内商工業者に対する応援金
③常時使用する従業員数が1人・・・ 50千円（×84事業
所）
　　常時使用する従業員数が 2人～ 5人・・・100千円（×
88事業所）
　　常時使用する従業員数が6人～ 9人・・・150千円（×
12事業所）
　　常時使用する従業員数が10人～19人・・・200千円（×
16事業所）
　　常時使用する従業員数が20人～・・・250千円（×16事
業所）
　　事務費・・・1，087千円
④町内に主たる事務所または本店等を有する商工業者

R7.12 R8.3

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

福祉事業所等物価高騰対策応援金支援事業

①物価高騰や最低賃金の増加により福祉事業所等の経
営に影響が出ている。影響を受けている福祉事業所に対
して支援金を交付し、経営の維持を支援する。
②福祉事業所に対する支援金
③事業所形態や施設規模によって定額を支援
入所介護事業所（1,800千円×2事業所、1,200千円×1事
業所、400千円×2事業所、200千円×2事業所）、訪問介
護事業所（200千円×1事業所）、通所介護事業所（200千
円×3事業所）、居宅介護事業所（200千円×5事業所）、
就労継続支援事業所（200千円×2事業所）、薬局（200千
円×1事業所）、診療所（400千円×1事業所）、
事業費計　8,800千円
④町内福祉施設運営事業者

R7.12 R8.3

6

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

物価高騰対策飯南病院事業会計補助

①物価高騰や最低賃金の増加により町立病院の経営に
影響が出ている。町立病院に対して補助金を出し、経営
の維持を支援する。
②飯南病院事業会計に一般会計から繰り出し物価高騰
分に対する費用を交付対象経費とする。
③物価高騰により影響の受けた経費20,000千円
④飯南町立飯南病院

R8.3 R8.3

7
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

プレミアム付き商品券付与事業（令和7年度物価高騰対策）

①物価高騰の影響を受けた生活者への経済的支援、事
業者への経営支援の一助とするため、町内の商店街等
での買い物に応じてプレミアムデジタルポイントを付与す
る。
②プレミアムポイント事業費
③精算事務委託費等：495千円
　事業費補助：9,000千円
④町内在住者、町内事業者

R8.3 R8.3

8
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

農作物生産者物価高騰緊急支援事業

①生産資機材（肥料・農薬）や燃料費といった生産コスト
の高騰により農作物生産者の経営に影響が生じている。
また、生産者の生産意欲低下となり、主たる卸し先の町
内産直市への出荷も減少している状況である。経費高騰
分の支援をすることにより、生産者および町内産直市の
経営安定を支援する。
②生産コストの高騰分に対する支援金
③産直市のR7売上見込（112,500千円）×生産コスト高騰
分（4％）＝4,500千円
④町内産直市、農作物生産者

R8.3 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


